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平成２６年労第６３６号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による遺族補償給付及び葬祭

料を支給しない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるというにある。 

２ 経  過 

請求人の亡子（以下「被災者」という。）は、平成○年○月○日、Ａ県Ａ市に

所在する会社Ｂ（以下「会社」という。）に採用され、同社のＣ支店（以下「支店」

という。）に配属となり、支店において○係として就労していた。 

請求人によると、被災者は、入社直後から支店の人員不足と支援体制の欠如に

よる慢性的な長時間残業及び過重業務を強いられ憔悴しきっていたという。 

被災者は、平成○年○月○日、自宅において死亡しているところを父親によっ

て発見された。死体検案書によると、「死亡したとき：平成○年○月○日午前○時

頃、直接死因：窒息死、死因の種類：自殺」とされている。 

請求人は、被災者の死亡は業務上の事由によるものであるとして、監督署長に

遺族補償給付及び葬祭料の請求をしたところ、監督署長は、被災者の死亡は業務

上の事由によるものとは認められないとして、これらを支給しない旨の処分をし

た。 

請求人は、これらの処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審

査官」という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを

棄却したので、請求人は、更にこの決定を不服として、本件再審査請求に及んだ

ものである。 

第２ 再審査請求の理由 
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（略） 

第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、被災者の死亡が業務上の事由によるものであると認められるか否

かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断 

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）精神障害の発病について 

   被災者に発病した精神障害の有無及び発病時期について、労働局地方労災医

員協議会精神障害等専門部会（以下「専門部会」という。）は、平成○年○月○

日付け「被災者に係る業務起因性の医学的見解」において、発病の状況及び経

過等から、被災者に発病した精神障害は、ＩＣＤ－１０診断ガイドラインの「Ｆ

４３．２ 適応障害」（以下「本件疾病」という。）と判断され、発病時期は平

成○年○月中旬頃とするのが相当であるとしている。被災者の症状等の経過に

照らすと、当審査会としても、専門部会の意見は妥当であると判断する。 

   なお、この点につき、請求人らは、被災者の母が平成○年○月下旬頃に被災

者のアパートを訪れた際の被災者の不眠等の異常な状況に照らせば、被災者に

発病した精神障害はうつ病というべきである旨主張するが、これを裏付ける客

観的な医証もないことから被災者に発病した精神障害及びその発病時期は上記

専門部会の意見のとおりというべきであって、請求人らの主張を採用すること

はできない。 

（２）業務による心理的負荷の判断基準について 

精神障害に係る業務起因性の判断については、厚生労働省労働基準局長が「心

理的負荷による精神障害の認定基準について」（平成２３年１２月２６日付け基

発１２２６号第１号。以下「認定基準」という。）を策定しており、当審査会と

してもその取扱いを妥当なものと考えることから、以下、認定基準に基づき検
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討する。 

（３）本件疾病の発病前おおむね６か月間における業務による心理的負荷について 

ア 特別な出来事について 

    本件疾病の発病前おおむね６か月間（以下「評価期間」という。）において、

認定基準別表１「業務による心理的負荷表」（以下「認定基準別表１」という。）

の「特別な出来事」に該当する出来事及び恒常的な長時間労働は認められな

い。 

イ 特別な出来事以外の出来事について 

    請求人らは、評価期間における業務による心理的負荷となった主な出来事

として、前記２の（２）ないし（４）のとおり主張しているので、以下検討

する。 

（ア）新人教育・業務支援・業務内容について 

ａ  新人教育の欠如 

（ａ）請求人らは、被災者に対する適切な新人教育が行われなかった旨主

張する。 

（ｂ）しかしながら、被災者に対しては、入行直後の平成○年○月○日か

ら同月○日まで新入行員研修が集中的に行われ、これに引き続いて、

同年○月以降も、融資案件処理業務・融資業務・外国為替業務・ロー

ン業務・貸金庫業務等に関する研修が継続して行われたことが明らか

である。そして、被災者に対する日常的な指導は、Ｄ及びＥの両名の

指導係により、具体的かつ丁寧に行われていたことが認められる。ま

た、被災者の新人行員ノート及び窓口日誌からも、被災者の疑問や研

修内容に対する要望などに対し、指導員がきめ細かに具体的かつ適切

な助言と指導を行っていることが認められる。このように、被災者に

対しては、決定書理由第２の（２）イ(イ)㋐ｃに説示のとおり、組織

的な新人教育が日常的に行われていたものということができる。 

（ｃ）したがって、請求人らの上記主張は、採用することができない。 

ｂ  難度の高い業務の担当 

（ａ） 請求人らは、被災者が入行して僅か２か月後の平成○年○月頃以降、

不動産担保管理業務や不動産担保解除業務などの顧客折衝業務、融資

業務の期日管理（期限管理）の格付けや条件変更等の顧客との個別折
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衝業務など、難度の高い業務を単独で任されていた旨主張する。 

（ｂ）しかしながら、被災者が平成○年○月○日から不動産担保管理業務

を、また、同年○月から不動産担保解除業務を任されたことを裏付け

る資料は存在しない。請求人らが指摘する被災者の新人行員ノートに

は、平成○年○月○日に不動産担保管理について教育を受けたこと、

また、同年○月○日からの週の後半に不動産担保全部抹消について教

育を受けたことの記載があるにすぎない。 

（ｃ）また、請求人らが主張する融資業務の期日管理（期限管理）の格付

けや条件変更等の顧客との個別折衝業務などについては、被災者の窓

口日誌によれば、被災者が平成○年○月○日頃以降にそれらの業務に

従事していたことが認められ、店内協議書（その他変更用）、店内協議

書（新規・継続用）、格付作業（平成○年○月○日）、格付作業（平成

○年○月○日）などによれば、これらの関係資料の担当者欄や書類の

欄外には被災者の押印があり、被災者が平成○年○月以降頃、上記の

各資料の作成に従事していたことが認められる。 

       しかしながら、上記の各業務へ従事したことは評価期間の後の出来

事であるから心理的負荷の評価の対象とはならないものであるのみな

らず、決定書理由第２の（２）イ（イ）㋐ａに説示のとおり、被災者

が従事した業務は、新入行員が任される程度の初歩的な通常業務の範

囲内の業務であって、高度な判断を求められたり、個別案件の全部を

単独で責任を持って任されるなど、新入行員にとって著しく遂行する

ことが困難な業務を強いられたということはできないし、これを裏付

けるに足りる客観的かつ的確な証拠は存在しない。 

（ｄ）以上の諸点に照らし、請求人らの上記主張は、採用することができ

ない。 

ｃ  ○係の減員による業務量の増加 

（ａ）請求人らは、平成○年○月○日付けで転勤したＦの後任の補充がな

く、被災者の業務量が一気に増加した旨主張する。 

（ｂ）しかしながら、決定書理由第２の（２）イ（イ）㋐ｂに説示のとお

り、○係行員の申述によれば、異動し減員となったＦの担当業務のほ

とんどをＧが引き継いだりしているので、Ｆの異動後、被災者の業務
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量に多少の影響があったとしても、被災者１人に減員後の負担を強い

るようなことはなかったことが認められ、これに反する証拠は存在し

ない。 

（ｃ）したがって、請求人らの上記主張は、採用することができない。 

ｄ 総合評価 

      以上のことからすると、請求人らが主張する新人教育・業務支援・業

務内容等の出来事については、認定基準別表１の具体的出来事「仕事内

容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事があった」（平均的な心

理的負荷の強度Ⅱ）に該当するものと認められるものの、上記の諸点に

照らし、当審査会としても、その心理的負荷の総合評価は「弱」である

と判断する。 

（イ）上司Ｈとのトラブルについて 

ａ  平成○年○月○日のハラスメント 

（ａ）請求人らは、被災者が日常的にＨからハラスメントを受けていたと

ころ、平成○年○月○日には、スーパー定期を解約する顧客が来店し

た旨を伝えたところ、Ｈは、いきなり頭ごなしに「出来んのか。幼稚

園児か。タココラ」と被災者を罵倒した旨主張する。 

（ｂ）この点については、○係の同僚としてＨの被災者に対する言動を直

接的に現認することのできる状況にあったＥ・Ｄ・Ｋ・Ｌ・Ｍ・Ｎら

は、いずれもＨが被災者に対して厳しい叱責を日常的に行っていた事

実はなかった旨を申述しているところ、これらの申述内容に不自然か

つ不合理な点はないことに照らし、決定書理由第２の（２）イ（イ）

㋑に説示のとおり、Ｈが被災者を標的として日常的に業務指導の範囲

を逸脱するような言動行っていた事実を認めることはできないし、他

にこれを認めるに足りる証拠はない。 

（ｃ）なお、請求人らが主張する平成○年○月○日のＨの被災者に対する

叱責については、Ｈ及びＰは、その事実はなかった旨申述するが、被

災者はＱに対し、同日午後７時１４分頃、請求人らの主張に係る内容

の叱責をＨから受けた旨の内容のメールを送信している事実が認めら

れる。 

       しかしながら、仮に上記の内容の叱責があったとしても、それは、
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業務指導に関連する約１０分程度の単発的なものであること、及び、

上記のメールを受信したＱは、「メールを受信したが、実際にどういう

言われ方をしたのかまでは聞いていない。その後会った時に、このメ

ールの内容の件について話をしたような気もするが、覚えていない。

冗談っぽく、少しおどけながら話をしていた記憶がある。」旨を述べて

いることなどの事実も認められる。 

ｂ  平成○年○月末のハラスメント 

（ａ）請求人らは、平成○年○月末頃にも、住宅ローンの繰上返済を求め

るクレームの多い顧客が来店した際、Ｈは被災者に対して経験したこ

とのない窓口対応を指示した旨主張する。 

（ｂ）しかしながら、請求人らの主張する出来事は、評価期間の後の出来

事であるから心理的負荷の評価の対象とはならない。 

ｃ 総合評価 

      以上のことからすると、請求人らが主張する上司Ｈとのトラブルの出

来事については、認定基準別表１の具体的出来事「上司とのトラブルが

あった」（平均的な心理的負荷の強度Ⅱ）に該当するものと認められるも

のの、上記の諸点に照らし、当審査会としても、その心理的負荷の総合

評価は「弱」であると判断する。 

（ウ）長時間労働について 

ａ  昼食休憩 

（ａ）請求人らは、被災者が平成○年○月頃には昼食休憩を取ることもで

きないほどの過重な業務に追われていた旨主張する。 

（ｂ）この点について、Ｅは、「被災者は、昼食を摂ったり摂らなかったり

していた。最初の３か月間は、休憩はしっかり１時間取らせていた。

４か月以降は、休憩を取らず食事も摂らないことがあったが、どの程

度であったかは記憶にない。昼食休憩は、毎日しっかり取れる環境に

あったと思う。」旨を述べ、Ｄは、「被災者は、基本的には、１時間の

昼食休憩を取っていた。」旨を述べ、Ｒ次長は、「被災者は昼食休憩を

取らないことが頻繁にあったという印象はない。しっかり休憩が取れ

る環境であったと思う。」旨を述べるのに対し、Ｋは、「被災者は昼食

は食べないのかなと思った。多分、食べに行っていないことの方が多
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かったと思う。○係では、昼食休憩が取りづらい雰囲気はない。」旨を

述べ、Ｌは、「被災者は、昼食が摂れないことはあったと思う。窓口が

開いている時間帯は、なかなか昼食を摂ることはできないと思う。」旨

を述べ、Ｓは、「被災者は、入社当初から昼食を摂っていなかった。し

かし、仕事が途中でも食事休憩は取れるので、あえて自分から休憩を

取らなかったと思う。」旨を述べている。 

       上記の各申述を総合して考察すれば、決定書理由第２の（２）イ（イ）

㋒に説示のとおり、被災者は、昼食休憩をおおむね取得できる状況に

あったものの、ときには被災者自身の意思で昼食休憩を取得しなかっ

たものと認められる。 

（ｃ）以上の諸点に照らし、請求人らの上記主張は、採用することができ

ない。 

ｂ 終業時刻と始業時刻 

（ａ）請求人らは、時間外勤務記録簿の業務終了時刻の記載、時間外勤務

指示命令簿の退行時刻の記載は正確ではなく、現実の退行時刻は時間

外勤務指示命令簿に記載された退行時刻よりも平均的にみて２時間は

遅い時刻であった旨主張する。 

（ｂ）しかしながら、時間外勤務記録簿、時間外勤務指示命令簿及び警備

記録の各記載については、決定書理由第２の（２）イ（イ）㋒に説示

のとおり、被災者の始業時刻を除いては、特に不合理な点はなく、記

録の改ざんが疑われる証拠も存在しない。 

       なお、被災者の始業時刻については、Ｅ・Ｓ及びＬらが、被災者は

おおむね午前７時４５分には出勤して清掃をしていた旨を述べている

ことに照らし、当審査会としても、上記の各記録にかかわらず、午前

７時４５分とすることが相当であると判断する。 

（ｃ）以上の諸点に照らし、終業時刻に関する請求人らの上記主張は、採

用することができない。 

ｃ 時間外労働時間数について 

上記の諸点を総合すると、当審査会としても、被災者の評価期間にお

ける時間外労働時間数は、始業時刻を午前７時４５分、終業時刻を時間

外勤務記録簿に記載された時刻、１時間の昼食休憩を取得したことなど
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を前提として、監督署長が認定した時間数が相当であるものと判断する。

これによれば、被災者の評価期間における時間外労働時間数は、到底１

か月当たり８０時間を超えるものではない。 

また、仮に、始業時刻を午前７時４５分、支店勤務日における終業時

刻を警備記録に記載されたセット時刻とし、昼食休憩も取らなかったこ

となどを前提として、時間外労働時間数を算定すれば、その結果は、審

査官作成の労働時間集計表のとおりとなるが、これによっても、決定書

理由第２の（２）イ（イ）㋒に説示のとおり、被災者の評価期間におけ

る時間外労働時間数は、１か月当たり最大でも６０時間程度にすぎない。 

ウ 全体評価について 

上記のア及びイに検討したところを総合すれば、業務による心理的負荷の

総合評価が「弱」となる出来事が２つであるから、当審査会としても、被災

者の業務による出来事の心理的負荷の全体評価は「弱」と判断する。 

（４）精神障害の悪化について 

ア 認定基準によれば、業務以外の原因や業務による弱い（「強」と評価できな

い）心理的負荷により発病して治療が必要な状態にある精神障害が悪化した

場合、悪化の前に強い心理的負荷となる業務による出来事が認められること

をもって直ちにそれが当該悪化の原因であるとまで判断することはできず、

原則としてその悪化について業務起因性は認められないが、認定基準別表１

の「特別な出来事」に該当する出来事があり、その後おおむね６か月以内に

対象疾病が自然経過を超えて著しく悪化したと医学的に認められる場合につ

いては、その「特別な出来事」による心理的負荷が悪化の原因であると推認

し、悪化した部分について、労働基準法施行規則別表１の２第９号に該当す

る業務上の疾病として取り扱うものとされている。 

イ しかしながら、決定書理由第２の（２）イ（ウ）に説示のとおり、本件に

ついては、発病後に業務起因性を認めるに足りる「特別な出来事」を認める

に足りる証拠はないから、仮に本件疾病の発病後に本件疾病が自然経過を超

えて著しく悪化したとしても、当該悪化につき業務起因性を認めることはで

きない。 

（５）請求人のその他の主張及び事実関係についても、一件記録により子細に検討

したが、上記の事実認定及び判断を左右するに足りるものは見いだせなかった。



- 9 - 

請求人らが提出したＳ・Ｑ・Ｔ・Ｕらからの聴取報告書をもってしても、上記

の事実認定及び判断を覆すに足りるものであるとは認められない。 

（６）以上のとおり、被災者は、平成○年○月中旬頃、ＩＣＤ－１０診断ガイドラ

インの「Ｆ４３．２ 適応障害」を発病したが、発病前おおむね６か月間にお

ける業務による心理的負荷の全体評価は「強」には至らず、また、発病後の「特

別な出来事」に該当する出来事も認められないことから、被災者の死亡は業務

上の事由によるものとは認められない。 

３ 請求人らの処分の申立てについて 

（１）請求代理人は、平成○年○月○日付け「処分の申立書（１）」及び「処分の申

立書（２）」を提出して、労働保険審査官及び労働保険審査会法第４６条第１項

に基づき、会社に対して各種文書の提出を命ずることの申立てをしている。 

（２）しかしながら、請求代理人が会社に提出を求める各種文書は、これのみをも

っては、被災者が業務案件に関与した程度及び内容を客観的かつ的確に判断し

得るものであるか否かは必ずしも明らかではないこと、被災者が関与した業務

内容については、Ｅ・Ｄ・Ｉ・Ｒ次長・Ｓ・Ｌ・Ｎ・Ｋ・Ｎなど、被災者の身

近で日常的に勤務していた多くの同僚らからの聴取書及び聴取報告書があるこ

と、及び、会社は、審査官からの提出要求に応じて「店内協議書」及び「信用

格付表（法人）」を各２部提出していること、以上の諸点に照らし、当審査会と

しては、請求代理人の求める各種文書の提出を会社に対して命じる必要はない

ものと判断する。 

４ 以上のとおりであるので、監督署長が請求人に対してした遺族補償給付及び葬

祭料を支給しない旨の処分は妥当であって、これらを取り消すべき理由はない。 

 

よって主文のとおり裁決する。 

 


